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ていました、産前産後のケアのところもここで 見てい
くようなことが で きる（波線は筆者による）26。つまり、
妊娠・出産期に一体ど んなニーズ が あるのかというこ
とが まず 日本で は把握もされていない。それが 様々な
虐待死で あるとか、色々な病院への相談とか飛び 込み
出産とかといったような混乱事例としては随所見えて









期間まで を睨んだ 、線としての支援につなげ ていくこ
とが で きる、その拠点としてまず整理する必要が ある
ので はないか。
　その際、利用者の自己負担は極力なしにする。無料












で もらえる。そういった機関だ そうで す。こういった
ものが もしあれば 、先ほど 局長のお話にもあったような、
妊娠期から出産に準備が で きないという様々な困難を
抱えた女性たちが 迷子にならず にここに来ることが で 
きるので はないか。年間20万件も起きているような人
工妊娠中絶の部分は少なくとも救うことが で きるので 
はないか。飛び 込み出産と言われるような、全然健診
も受けていなくて、ど んな病気を持っているか分から
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③フィンランド の男性の意識改革については、全ての側
面において男女共同参画の視点を強めるようにしてお





④ネウボ ラについては、妊娠したカップ ルは９割以上が 
ネウボ ラに行くとのこと。ネウボ ラにはカップ ルで 来


















①フィンランド で は、社会保健省からネウボ ラの制度等
について報告いただ き、新しい情報を得ることが で き
た。日本にとってはモデ ル的な存在で あるフィンラン
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